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海洋の生態系サービスから受ける福利の構造解析と国際比較

海洋の生態系サービスから享受する福利構造の解析および国際比較
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Analysis and international comparison of structure of  
human well-being provided by marine ecosystem services

Juri HORI1,2 † and Mitsutaku MAKINO1

海洋生態系と社会環境が人間の福利に与える影響を定量評価し，その構造を可視化することを目的として，ミレニアム
生態系評価で定義づけられている福利の5つの要素（安全，快適な生活のための基本的資材，健康，良好な社会関係，選
択と行動の自由）に対する満足度をアンケート調査するとともに，東アジアで水産業が盛んな3国（日本，韓国，インド
ネシア）の間で国際比較を実施した． 5つの要素は独立的ではなく，互いに影響を及ぼしあう構造を有しており，その
構造は3国間で基本的には共通しているものの，各要素間の影響度は国により異なっていた．海洋生態系から享受する福
利を高めるためには，特に日本と韓国では「良好な社会関係」が，インドネシアでは「健康」が重要であり，このよう
な差を反映した保全の議論が重要である．

In order to evaluate how the marine ecosystems and social environments affect human well-being, feeling of satisfac-
tion according to the five components of human well-being defined by the Millennium Ecosystem Assessment （Securi-
ty, Basic material for good life, Health, Good social relations, and Freedom of choice and action） was examined by 
means of questionnaires. Structural Equation Modeling （SEM） analysis was applied to visualize the basic structure of 
human well-being and to compare among three Asian countries （Japan, Korea and Indonesia） which are highly depen-
dent on fisheries. The SEM analysis showed that the three countries shared a common basic structure of the human 
well-being with the five components interacting with each other. However, the intensity of interaction between each 
component differed among the three countries. “Good social relationship” strongly influences “Freedom of choice and 
action” as the most important component in Japan and Korea, while “Health” does in Indonesia. Consideration of the 
differences in the structure of human well-being among the countries is suggested to be important for better conserva-
tion and management of marine ecosystems.

Key words: ecosystem services, human well-being, millennium ecosystem assessment, socio-ecological approach, 
international comparison, structural equation modeling

はじめに
海洋の生態系の価値を評価するための指標として，近年，
生態系サービスおよびその定量評価に関する研究が世界
各国で行われている（鷲谷，2008; 土屋・藤田，2009; 
Costanza et al., 2014; 環境省，2016）．生態系が有する価値
は利用価値（主として生態系サービス）と非利用価値に区

分される（栗山，1998）．利用価値は調整，供給，文化，
基盤サービスに区分され，それぞれが包含する物理・化学
的プロセスやその産物の経済価値を評価する手法が開発さ
れてきた（小路ほか，2011; 柘植ほか，2011; Costanza et 
al., 2014）．さらに近年では，環境に対する支払い意思額な
どの調査を通じて，これまで評価対象とはならなかった非
利用価値（存在価値，遺産価値）の評価が進み（柘植ほか，
2011），生態系が持つ経済的側面を，より包括的に評価す
ることが可能となりつつある．
一方，生態系の価値を評価するためには，経済的側面の

みでは不十分であるとの概念が近年広がりをみせている
（Benjamin et al., 2012; Diaz et al., 2015）．たとえば，海洋に
おいては，生態系から人間が享受する価値を10個のイン
デックスに区分して国ごとの評価を行った結果，経済的側
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面に加えて，環境に対して人間が抱く主観的な評価も重要
であるとの指摘がなされている（Benjamin et al., 2012）．
また，国連が実施したミレニアム生態系評価において，環
境や生態系から人間が享受する福利（幸福感）という概念
が提唱され（Millennium Ecosystem Assessment, 2005: Fig. 
1），環境の価値を評価するツールの一つとして注目されて
いる．その一環として，心理学分野においては，自然環境
と社会環境がどのように人間の心理プロセス，行動傾向に
影響するのかを評価する社会生態学的アプローチ（Dunbar, 
1998; Oishi and Graham, 2010; Schug et al., 2010; 竹村ほか，
2012）が検討されている．
そこで本研究では，心理学における社会生態学的アプ

ローチに基づき，海洋生態系と社会環境が人間に与える影
響を定量評価し福利構造を可視化することを目的とした．
特に，ミレニアム生態系評価（Millennium Ecosystem As-
sessment, 2005）で定義づけられている福利を構成する5つ
の要素（安全，快適な生活のための基本的資材，健康，良
好な社会関係，選択と行動の自由）に着目し，その満足度
と構造を検討した．また，アジア太平洋海域における福利
構造の特徴とそこでの日本の位置づけを検討するため，韓
国・インドネシアについても同様の検討を行い，国際比較
を行った．これまで日本では，海洋生態系サービスの福利
を心理学の手法で検討した研究は発表されていない．ま
た，これまでの海洋における生態系サービスと福利の研究
では，5つの要素が並列的に位置づけられており，各要素
の関係性を検討した研究例は存在しない．さらに本研究の
ように，近隣国の福利構造を国際比較した研究もいまだ発
表されていない．

材料と方法
調査地域
本研究では，柘植（2011）および子安ら（2012）に基づき，
生態系サービスから享受する福利に対する満足度をアン
ケート調査によって評価した．また，アジア太平洋海域で
の国際比較の対象国には，韓国とインドネシアを設定し
た．その理由は，第一にこれらの国々が日本と同じく水産
業の盛んな国であることである（海面漁業生産量は，イン
ドネシアが世界2位，日本6位，韓国13位：国際農林業協
働協会，2014）．社会の豊かさの指標（人間開発指標の世
界ランク）をみると，日本10位，韓国12位，インドネシ
ア121位であり（国連開発計画，2013）この3国の比較に
よって社会の豊かさが福利にもたらす差を考察できること
である．
調査期間
2012年4月～2014年4月にかけて日本，韓国，インドネシ
アでアンケート調査を実施した．アンケート手法は，イン
ターネット調査と質問紙ベースの調査を併用した．イン
ターネットインフラ普及率が低い国や地域，および特定の

小集団におけるアンケートでは，インターネット調査に比
べて質問紙ベースの調査が採用される場合が多い（子安
ら，2012; Lundgren et al., 2013; Taggart et al., 2013）．本調査
においても，日本，韓国の2国ではインターネット調査を
実施し，インターネットインフラ普及率が低いインドネシ
アにおいては，配布式の質問紙ベースの調査を実施した．
各国とも回答者を海から車で1時間以内の地域に在住して
いる者に限定した．既往研究のアンケート調査実施例にお
けるサンプル数（数十～600前後）に匹敵する数の回答を
求めた（Schimmack et al., 2002; 子安ほか，2012）．
調査項目
ミレニアム生態系評価において福利を構成する5要素（Fig. 
1）の定義に関する文章（Millennium Ecosystem Assessment, 
2005）をもとに，「安全」，「健康」および「良好な社会関係」
についての質問は4項目，「快適な生活のための基本的資
材」についての質問は5項目，「選択と行動の自由」につ
いての質問は3項目，合計20項目の設問を設定した（Table 
1）．各質問項目に対する満足度について5段階評価（1：
満足している，2：やや満足している，3：どちらともいえ
ない，4：あまり満足していない，5：満足していない）に
より回答を求めた．
調査項目の信頼性の確認
福利を構成する5要素の満足度を測定した質問項目の内的
整合性を確認するため，信頼性分析としてCronbachの信
頼性係数（α：Ethan et al., 2012; 外山，2013）を以下の式
により算出した．

α=要素内の項目数/（要素内の項目数-1）
×（1-（ 各項目の満足度の分散の合計/要素内の各項

目の満足度の合計点の分散））

Figure 1.　Linkages between components of ecosystem services 
and human well-being （modified from Millennium Ecosystem 
Assessment, 2005）. Width of arrow indicates strength of link-
age between each component of ecosystem service and human 
well-being. The interactions among the five components of hu-
man well-being are not indicated in any previous studies.
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この値が0.80よりも高い場合には，分析対象項目間の内的
整合性が高いと判断される（小塩，2011）．本研究におい
て，「安全」，「快適な生活のための基本的資材」，「健康」，
「良好な社会関係」および「選択と行動の自由」の各要素
内での αはそれぞれ0.85, 0.89, 0.86, 0.89および0.82であっ
たため，各要素内での質問項目間には内的整合性が確認さ
れ，以降の分析に支障がないものと判断された．
福利を構成する5要素の構造比較
各質問項目の平均値をもとに，福利を構成する5要素に対
する満足度の平均値および標準偏差を算出した．さらに，
福利の5要素間の関係を考察するために，3国のデータを
プールして各項目に対する個人の満足度を従属変数として
共分散構造分析を実施した（子安ら，2012; 島津・越川，
2014; Wakita et al., 2014）．一般に共分散構造分析では，カ
イ二乗（χ 2）値を自由度で割った値（χ 2/df）が2.0以下の
場合にモデルの適合性が高いとされている（豊田，2003; 
Rhoades and O’Leary, 2007）．さらに，モデルを評価する適
合度指標としてGoodness of Fit Index （GFI）, Adjusted Good-
ness of Fit Index （AGFI）, Comparative Fit Index （CFI）, Root 
Mean Square Error of Approximation （RMSEA） を参照した
（Appendix Fig. 1）. GFI, AGFIおよびCFIは 1に近いほどモ
デルの適合性が高く，RMSEAは0.05以下の場合にモデル
の適合性が高いとされている（豊田，2003; Rhoades and 
O’Leary, 2007）．各要素間の影響の程度と方向を把握する
ために，標準偏回帰係数（β : 各独立変数が従属変数に及

ぼす影響の向きと大きさを示す：小塩，2011）を算出した．
さらに，国ごとの特性を比較するために，多母集団の同時
分析を行った（豊田，2003; 子安ら，2012; Kathrin et al., 
2014）．すべての統計解析にはSPSS ver. 23 （IBM） および
AMOS ver. 23 （IBM）を用いた．

結　果
日本，韓国，インドネシアからそれぞれ468, 540, 200人の
回答を得た．各国の回答者の平均年齢（±標準偏差）は日
本，韓国，インドネシアでそれぞれ46.2±13.7, 42.2±13.1, 
36.7±9.9であった．福利を構成する5つの要素に関する満
足度の平均値と標準偏差をTable 2に示す．日本は，5つの
要素のうち，「快適な生活のための基本的資材」について
のみ最高値（3.89）であったが，「安全」においては2位
（3.59），他の3要素においては最低（3.26～3.57）であった．
韓国は，「安全」および「快適な生活のための基本的資材」
では最低（3.46～3.70）で，他の3つの要素については2
位であった（3.48～3.66）．インドネシアは，「快適な生活
のための基本的資材」において2位（3.73）であったが，
他の4つの要素においては最高であった（3.68～3.80）．
福利の基本構造を把握するために全データをプールして

共分散構造分析を行ったところ，χ 2（1）=0.33, GFI=1.00, 
AGFI=0.99, CFI=1.00, RMSEA=0.00となり，データに対す
るモデルの適合度は妥当であった．最もあてはまりがよ
かった分析結果をFig. 2に示す．その結果，福利を構成す

Table 1.　Question items in relation to the five factors of human well-being which were scored by five levels depending on satisfaction 
（1: very satisfied, 2: a little satisfied, 3: neither satisfied nor dissatisfiedery, 4: dissatisfied, 5: very dissatisfied）.

Factors of human well-being Question items

Security ・to live with peace of mind and safety
・to protect oneself from danger
・to use energy and resources appropriately
・to give an appropriate response when a disaster strikes

Basic material for good life ・to secure the basics for a good life
・to regulate life-environment （e.g. lifeline such as electricity, gas, and water）
・to have enough food
・to have somewhere comfortable to live
・to get daily necessities

Health ・to keep one in good health
・to have the capacity to live grow or develop
・to feel comfortable
・to secure clean air and water

Good social relations ・to produce a good relationship
・to cooperate with the social community
・to hold someone in high esteem
・to be able to support someone

Freedom of choice and action ・to give a child a fair chance to succeed
・to have a chance to achieve a goal
・to enjoy one’s hobbies
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る5つの要素は独立的な存在ではなく，「安全」，「快適な生
活のための基本的資材」，「健康」，「良好な社会関係」の4要
素の満足度は，「選択と行動の自由」の満足度に対して個々
に直接影響を及ぼしているのではないことが明らかとなっ
た．「安全」と「快適な生活のための基本的資材」の満足度
から影響を受けた「良好な社会関係」と「健康」の満足度
が媒介変数となり，最終的に「選択と行動の自由」の満足
度へ影響を与えているという福利の構造的特徴が示された．
福利を構成する5つの要素のうち，「安全」と「快適な

生活のための基本的資材」に対する満足度は他の要素に比
べて独立変数として影響しやすい関係性にあり，これら2

つの要素に対する満足度の間には最も高くかつ有意な相関
関係が認められた（r=0.73, p<0.01: Fig. 2）．「安全」に対
する満足度から「良好な社会関係」および「健康」に対す
る満足度への影響を評価するための標準偏回帰係数（β）
は正の値となり（いずれも0.34, p<0.01），これら2要素に
対する正の影響が確認された．一方，「安全」から「選択
と行動の自由」への直接的な影響は存在するものの，標準

Table 2.　Mean and standard deviation （SD） of score by five satisfaction levels （1: very satisfied, 2: a little satisfied, 3: neither satisfied 
nor dissatisfiedery, 4: dissatisfied, 5: very dissatisfied） for the five factors of human well-being （security, basic material for good life, 
health, good social relations and freedom of choice and action: summarized in Table 1） in three countries.

Factors of human well-being
Japan Indonesia Korea

Mean SD Mean SD Mean SD

Security 3.59 0.68 3.71 0.74 3.46 0.76
Basic material for good life 3.89 0.74 3.73 0.67 3.70 0.76
Health 3.57 0.75 3.68 0.73 3.66 0.80
Good social relations 3.39 0.70 3.73 0.65 3.51 0.79
Freedom of choice and action 3.26 0.75 3.80 0.70 3.48 0.81

Figure 2.　Result of structural equation modeling applied to ana-
lyze linkages among five factors of human well-being. All 
data from three countries （n=1208） was pooled for the analy-
sis to examine basic structure of linkages among the five fac-
tors of human well-being. The model best fit is shown. The 
thick arrow between security and basic material for good life 
indicates interaction, and the numeral beside the arrow is an 
explanatory variable （coefficient of correlation=r）. Thin ar-
rows between the factors indicate one-way effect and numer-
als beside the arrows are structural parameters （standard par-
tial regression coefficient=β）. Broken lines show no statistical 
linkage. R2: explanatory variables for the factors by the mod-
el; *p<0.05; **p<0.01; ***p<0.001; ns: not significant.

Figure 3.　Results of structural equation modeling applied for in-
ternational comparison of the structure of linkages among five 
factors of human well-being. The model was run by country 
（Indonesia: n=200; Japan: n=468; Korea: n=540）. Structure 

of linkages among the five factors of human well-being of 
each country was expressed as same as for the pooled data 
shown in Fig. 2. I, J and K show explanatory variables of In-
donesia, Japan and Korea, respectively. The thick arrow be-
tween security and basic material for good life indicates inter-
action and the numeral beside the arrow is an explanatory 
variable （coefficient of correlation=r）. Thin arrows between 
the factors indicate one-way effect and numerals beside the 
arrows are structural parameters （standard partial regression 
coefficient=β）. Broken lines show no statistical linkage. R2: 
explanatory variables for the factors by the model; *p<0.05; 
**p<0.01; ***p<0.001; ns: not significant.
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偏回帰係数（β）が0.12（p<0.01）であったことから，そ
の影響は小さいことが示された．「快適な生活のための基
本的資材」は，「良好な社会関係」および「健康」に有意
な正の影響を与えるものの（いずれもp<0.01），「選択と行
動の自由」に対する有意な影響は認められなかった（p>
0.05: Fig. 2）．

3国間における福利構造の違いを比較するために実施し
た多母集団（国別）による共分散構造分析における適合度
指 標 は χ2（3）=16.78, GFI=1.00, AGFI=0.92, CFI=1.00, 
RMSEA=0.06であり，データに対するモデルの適合度は良
好と判断された．「選択と行動の自由」へ影響を与える福
利の構造は，国に関係なく同じ形のモデルで説明可能であ
ることが明らかとなった（Fig. 3）．その一方で，5つの要
素のなかで他からの影響を最も強く受ける従属変数となっ
た「選択と行動の自由」に強く影響を及ぼす要素には，分
析対象とした国の間で違いが認められた．日本では，「良
好な社会関係」から最終的な従属変数である「選択と行動
の自由」へ向かう標準偏回帰係数（β）が最も高かった（0.52, 
p<0.01）．これに対し，インドネシアでは「健康」から「選
択と行動の自由」へ向かう標準偏回帰係数（β）の方が高
かった（0.44, p<0.01）．韓国では「良好な社会関係」およ
び「健康」が「選択と行動の自由」に与える影響は（それ
ぞれ0.38, 0.34, p<0.01），いずれも日本とインドネシアの
中間であった（Fig. 3）．

考　察
福利を構成する5要素の平均値の比較
本調査のアンケート回答者の年齢構成は3国間で異なり，
回答者の平均年齢は日本（46.2歳）に比べて韓国（42.2歳）
およびインドネシア（36.7歳）で若かった．世界保健機関
（2015）による世界保険統計によれば，2013年の日本，韓
国およびインドネシアの平均寿命はそれぞれ84歳，82歳
および71歳であった．また，これら3国の全人口に占める
年少人口の比率（14歳以下，日本：13.2%；インドネシ
ア：26.2%），若年の生産年齢人口の比率（24歳以下，日
本9.7%；インドネシア：17.1%）は，日本に比べてインド
ネシアで高い．逆に，高齢者人口の比率（65歳以上，日本：
25.8%；インドネシア：6.5%）は，日本の方が高い（日本
https://www.cia.gov/library/publications/the-world-factbook/
geos/ja.html, 2016年3月17日；インドネシアhttps://www.cia.
gov/library/publications/the-world-factbook/geos/id.html, 2016
年3月17日）．本調査における3国の回答者の平均年齢の
差は，各国の年齢構成の違いを受けたものであり，本分析
のプールデータとして使用することに支障がないものと判
断した．
海洋の生態系サービスから享受できる福利を構成する各

項目に対する満足度には，3国間で差が認められた．日
本・韓国に比べて，インドネシアにおいて福利の各要素に

対する満足度が比較的高かった．東アジア地域において，
経済的収入が異なる国ごとに日常生活（水産に関連しない
項目も含む）における人間の幸福感（福利に対する満足度）
を包括的に評価し国間で比較した研究事例では，日本およ
び韓国における福利に対する満足度は相対的に低いと報告
されている（Diener and Suh, 1997）．本研究の結果は，こ
の結果を支持するものであり，人間開発指標が世界的にも
低いインドネシア（121位）に比べて，社会の豊かさや進
歩が高いレベルにあるとされる日本および韓国において，
海洋の生態系サービスから得られる福利に対する満足度が
相対的に低いことが示された．
3国間の福利構造の共通点
3国とも，基本的な要素として「安全」および「快適な生
活のための基本的資材」に対する満足度が高いことが重要
であり，これら2つの要素に対する満足度が高い場合には，
「健康」および「良好な社会関係」に対する満足度が媒介
変数として作用し，最終的に「選択と行動の自由」に対す
る満足度が高まるといった福利の構造的特徴が共通して存
在することが明らかとなった．沿岸域における生活にあて
はめた場合，海洋の生態系サービスから得られる福利に対
する満足度を全体的に高めるためには，「安全」（例：海洋
災害のリスクが低いこと）や，「快適な生活のための基本
的資材」（食料としての水産資源の利用・消費が可能であ
ること）が基本的に重要であり，これらに対する満足度が
高まることにより，「健康」（快適で健全な海洋環境に囲ま
れる生活）や，「良好な社会関係」（社会的連帯・相互尊重）
に対する満足度へつながり，最終的に「選択と行動の自由」
（自己実現）に対する満足度が高まるといった，福利の構
成要素間のつながりが明らかとなった．
分析対象とした3国に共通する，もう一つの特徴として，

「快適な生活のための基本的資材」に対する満足度から，
「選択と行動の自由」への直接的な影響が確認されなかった
ことがあげられる．つまりすべての国において，食料とし
ての水産物の利用・消費という物質的欲求の充足だけでは
不十分であり，「良好な社会関係」の構築といった精神的
な満足が，重要な背景となっているものと推察される．経
済的満足度が幸福感に直結していないことを示した心理・
社会的研究例は複数存在するが（例えば，Brickman and 
Cambell, 1971; Easterlin, 1974），本研究の海から得られる福
利についてもこれらの先行研究を支持する結果となった．
3国間の福利構造の相違点と今後の展望
日本では「快適な生活のための基本的資材（例：食料とし
ての水産物の消費）」に対する満足度が「良好な社会関係
（海の生態系サービス利用を通じた社会的連帯や相互尊重
など）」および「健康（快適で健全な海洋環境を有するこ
と）」に対する満足度に影響を及ぼしている．そして，そ
れらから影響を受けた「良好な社会関係」に対する満足度
の方が，「健康」に対する満足度よりも「選択と行動の自由」
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の満足度に強い影響を与えている．日常生活の福利につい
て，一般市民や大学生を対象とした研究事例においても，
日本では “他者との関係”（本研究における「良好な社会
関係」に相当）が重要な要因であると報告されている
（Uchida and Kitayama, 2009; 大山，2012）．また，市民が“幸
福”を感じるための要因を複数の国において解析した研究
事例では，米国に比べて東アジア諸国においては他者との
人間関係がより重要な要因となる傾向が示されている（内
田・荻原，2012）．これらの先行研究は，日本の社会では，
「良好な社会関係」を構築できるかどうかが，人々の「選
択と行動の自由」に対する満足度，さらには福利全体に対
する満足度を高める要因として強く作用しうることを示唆
している．海から得られる福利に即して言えば，日本はた
だ魚が獲れるかどうかだけではなく， 水産業を通じて地域
が活性化すること（牧野・坂本，2003; 金子ら，2013）や，
様々な形で海を利用する人々が互いに良好な人間関係を築
くことを通して（本研究），海から得られる福利に対する
満足度が全体的に高まるといった構造的特徴を備えるもの
と推測される．
これに対し，インドネシアでは，「快適な生活のための

基本的資材」に対する満足度が「良好な社会関係」および
「健康」に対する満足度に強く影響することが示された．
さらに，日本と異なる点として，これらの満足度から影響
を受けた「健康」に対する満足度が，「選択と行動の自由」
に対する満足度に強く影響することが特徴的であった．イ
ンドネシアの沿岸域では日本に比べてインフラ整備が遅れ
ており，また海洋環境汚染が深刻な問題となりつつある．
このような社会状況が，「健康」という要素を重視する結
果に反映されているものと考えられる．
一方，韓国においても日本と同様に「快適な生活のため

の基本的資材」に対する満足度が「健康」に対する満足度
に強く影響を及ぼしていることが示された．しかしなが
ら，韓国では日本やインドネシアとは異なり，「良好な社
会関係」と「健康」に対する満足度は，同程度に「選択と
行動の自由」への満足度に影響を及ぼしていることが示さ
れた．この結果は，日本とインドネシアの中間的位置づけ
を反映しているものと考えられる．
海洋の生態系サービスを各国がそれぞれ最大限に活用し

ながらも，生態系の構造と機能を劣化させず，かつそこか
ら得られる福利に対する国民の満足度を向上させうる施策
を考案する際には，本研究が明らかにしたような，国によ
る福利構造の共通点と相違点への適切な配慮が重要であ
る．このため，現在筆者らは，米国・ロシア・カナダ・中
国の4国においても本研究と同様の調査を実施している．
その結果に基づき，今後は本稿で扱った3国ほどには水産
業を重視していない国々についても，その福利構造の差異
を明らかにするとともに，これらすべての国の福利構造の
共通点を踏まえた北太平洋スケールでの保全施策について

も考察を加えることが有益であろう．
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Appendix.　共分散構造分析で得られたモデルの適合度を判
断する指標
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A = implied covariances
B = observed covariances
Cd = chi-square of default model
Ci = chi-square of independent model
D = degree of freedom
N = number of factors
n = number of samples

GFIは，飽和モデル（全観測変数の関連のしかたをすべて
の共分散で説明するモデル）での共分散行列と推定モデル
の共分散行列の類似の程度を見る指標であり，完全に適合
した場合，その値は1となる．AGFIは，GFIにモデルの自
由度を考慮した調整済みの指標である（GFI≧AGFI）. CFI
は，独立モデル（観測変数間に相関がないというモデル）
と比較して，推定モデルの適合度がどの程度改善されたか
を判断する指標であり，その値は0～1の間をとり1に近い
ほど適合がよいと判断される．RMSEAは，推定モデルの分
布と真の分布との乖離を1自由度あたりの量として表現し
た指標であり，その値が0.05以下であることがモデルの適
合がよいと判断され，0.1以上である場合そのモデルは採択
されるべきではないと判断される．
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Appendix Figure 1.　Questionnaire used for analysis of the structure of human well-being.


